2008年度国際民事訴訟法(高橋宏司担当)
第一問

日本法人Xは、あるマンガのキャラクターの著作権者として、本件著作物の甲国における商品化事業の許諾を日本法人Zに与えていた。乙国法人Yは、本件著作物について日本国外における独占的利用許諾をXから受けたと主張し、自ら乙国において本件著作物の商品化事業を始めるとともに、Zの甲国における本件著作物の商品化事業は、Yの独占的利用権を侵害する旨の警告書を乙国から発送して日本に所在するZの本店に送りつけた。そこで、XはYに対して日本で提訴し、本件警告書により自らの日本での業務が妨害されたとして不法行為に基づく損害賠償を請求するとともに、乙国でのYの本件著作物の商品化事業がXの乙国における著作権を侵害するとして、その差止めを請求した。以下の独立した各問いに答えよ。
(1) それぞれの請求について、日本の裁判所の国際裁判管轄が認められるか論ぜよ。(30点)
(2) Yは、Xの代表者の署名と見受けられる署名が付された日本国外における独占的利用許諾の契約書を提出して、不法行為に基づく損害賠償請求について、日本の裁判所の国際裁判管轄を争った。同請求の管轄原因事実についてどのような証明が必要か、他説を意識しつつ論ぜよ。(20点)
(3) 本件提訴時に、乙国裁判所において、日本と同内容のXのYに対する訴訟が提起され、本案審理が始められたばかりである場合、日本の裁判所はどのように対処すべきか論ぜよ。なお、Xは、乙国裁判所が日本の裁判所とは異なる準拠法を適用することが分かり、乙国で敗訴すると懸念したため、日本で本件提訴に踏み切ったものとする。また、乙国では、外国判決は、日本の民事訴訟法118条と同じ要件で承認されるものとする。(25点)
第二問

懲罰的損害賠償とは何かを簡潔に説明し、それを命ずる外国判決の執行可能性について論ぜよ。(25点)
